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2024 年 3 月 13 日 

株式会社日立製作所 

 

日立が三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券と 

「プロ人財視える化・育成ソリューション」を共同開発 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券の営業部門で有効性を確認し、日立が販売を開始 

 

 

株式会社日立製作所(以下、日立)は、このたび、各職種に特化したプロフェッショナル人財の育成を支

援する「プロ人財視える化・育成ソリューション」(以下、本ソリューション)を三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証

券株式会社(以下、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券)と共同で開発し、本日より販売開始します。 

 

本ソリューションは、企業が求める人財定義から、現場部門の課題に即したスキルや特性の設定、社員

の評価の視える化・教育プランのレコメンドまで、職種に応じた人財育成を支援します。導入企業の社員は、

実績や保有資格などの定量評価と、企業理念に基づき活動しているかを測る定性評価による多面的な

軸で、自身のプロフェッショナル人財としてのレベルを確認し、スキルアップにつながる教育プランのレコメンドな

どを受けることができます。 

これにより、企業や現場部門の方向性と個人のキャリアプランのミスマッチを解消し、社員のエンゲージメン

ト向上に貢献します。また、現場ニーズに即した資格取得率向上や、プロフェッショナル人財の増加など、よ

り効果的な人財マネジメントを支援します。 

 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券の顧客担当部門において、本ソリューションのベースとなる独自のシ

ステムを活用し、営業能力の向上など有効性を確認したことから、このたび、より幅広い業種で対応できる
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よう両社で共同開発し、日立からソリューションとして販売を開始します。 

 

■背景 

近年、ESG への関心の高まりによる人的資本の開示義務化や労働力減少を受けて、多くの企業では、

リーダーシップ向上といった従来の人事部門主導の画一的な人財育成から、現場主導の具体的な人財

育成への変革が求められています。また、個人の価値観や意識も、従来重視されていた業績達成から、新

たにウェルネス・社会貢献による満足感の重視へと変化しつつあります。さらに、近年の若年層を中心とした

離職率の増加は、採用後、組織の各部門が直面する課題に対応できる「求める人財」と社員の「ありたい

キャリアプラン」との間のミスマッチが原因と言われており、社員のエンゲージメント向上も急務です。 

こうしたミスマッチを解消し、現場で実際に求められる能力についてスキルアップ・リスキルを行うため、三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券と日立は、プロ人財視える化・育成ソリューションを開発しました。 

 

■特長 

1. 現場部門主導で、各職種に特化した人財のスキル・能力を可視化、育成 

 業績評価などの定量評価と社会・組織への貢献といった定性評価を組み合わせ、企業・現場部門と

いった組織の観点で社員一人一人のプロフェッショナル人財としてのレベルを可視化します。 

具体的には、まず、定量的な一次評価として、業績などの数値や各現場部門で重視する保有資格の

有無などのスキルをもとに、各部門における個人の位置づけを視える化します。次に、定性的な二次評価と

して、ミッション・ビジョン・バリュー(MVV)といった企業が求める理念や業種・業態に応じた組織の経営戦略

を指標化し、それに基づいて行動し、かつ高実績を残せる人財かを判定します。さらに、これら二つの評価を

組み合わせ、プロフェッショナル人財としてのレベルを 3～5 段階で認定します。 

これにより、組織やマネジメントの観点で社員を多面的に評価できるため、組織の戦略とより合致した人

財の育成・活用が可能となります。 

 

2. パーソナライズされた評価と教育プランで、社員エンゲージメントを向上 

 社員一人一人が現在の能力とスキルを確認できるため、自社・自部門が求めるプロフェッショナル人財と、

自身のレベルや組織における位置づけを視覚的に理解できます。 

 これにより、これまで曖昧であった評価される人財の基準が明確になり、自身がプロフェッショナル人財に

成長していくことによる達成感を得られます。また、プロフェッショナル人財としてのレベルを高めるため、スキル

アップに向けた教育プランのレコメンド・社員の得意分野を伸ばすコーチングなどで本人のキャリア形成を支

援し、モチベーション向上につなげます。さらに、社員一人一人が、業務の中で自律的に自分の達成度と社

会・組織への貢献感を確認することで、組織へのエンゲージメント向上を支援します。 
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■今後の展開 

今後、日立は、本ソリューションを、金融機関の営業職に限らず、製造・流通業をはじめさまざまな業種

の企業や職種に展開していくほか、グループ各社とも連携し、より効果的な人財育成の提供を進めていき

ます。さらに、日立人財データソリューション*1 や、日立の ESG マネージメントサポートサービス*2 など日立の各

種 Lumada*3ソリューションとも連携し、企業の人的資本経営を積極的に支援していきます。 

*1 日立人財データソリューション：https://www.hitachi.co.jp/products/it/ws_sol/solution/hcm/ 

*2 ESG マネージメントサポートサービス：https://www.hitachi.co.jp/esg-mss/ 

*3 Lumada：お客さまのデータから価値を創出し、デジタルイノベーションを加速するための、日立の先進的なデジタル技術を活用したソリューション・

サービス・テクノロジーの総称。 

 

■画面イメージ 

 

 

■価格と販売開始時期 

ソリューション名 価格 販売開始 

プロ人財視える化・育成ソリューション 個別見積 2024 年 3 月 13 日 

 

■「プロ人財視える化・育成ソリューション」について 

https://www.hitachi.co.jp/projinzai_mieruka_ikusei/ 

 

 

 

https://www.hitachi.co.jp/products/it/ws_sol/solution/hcm/
https://www.hitachi.co.jp/esg-mss/
https://www.hitachi.co.jp/projinzai_mieruka_ikusei/
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■日立製作所について 

日立は、データとテクノロジーでサステナブルな社会を実現する社会イノベーション事業を推進しています。

お客さまの DX を支援する「デジタルシステム&サービス」、エネルギーや鉄道で脱炭素社会の実現に貢献す

る「グリーンエナジー&モビリティ」、幅広い産業でプロダクトをデジタルでつなぎソリューションを提供する「コネク

ティブインダストリーズ」の事業体制のもと、IT や OT(制御・運用技術)、プロダクトを活用する Lumada ソリ

ューションを通じてお客さまや社会の課題を解決します。デジタル、グリーン、イノベーションを原動力に、お客

さまとの協創で成長をめざします。2022 年度(2023 年 3 月期)の連結売上収益は 10 兆 8,811 億円、

2023 年 3 月末時点で連結子会社は 696 社、全世界で約 32 万人の従業員を擁しています。 

詳しくは、日立のウェブサイト(https://www.hitachi.co.jp/)をご覧ください。 

 

■お問い合わせ先 

株式会社日立製作所 金融システム営業統括本部 [担当：松浦・千場] 

〒100-8220 東京都千代田区丸の内一丁目 6 番 1 号 

お問い合わせフォーム：https://www.hitachi.co.jp/finance-inq/ 

 

以上 

https://www.hitachi.co.jp/
https://www.hitachi.co.jp/finance-inq/

